
（自然増の確保・社会減の抑制）

3

事業名

取り組み

内
容

改
善
点

市公式ホームページへの企業誘致ガイドの掲載

内
容

市公式ホームページに浦添市企業誘致ガイドを掲載することで、市が企業誘致に取り組んでい
ることをＰＲできた。結果、公式ホームページを見ての問い合わせが数件あった。

改
善
点

指標 4つの特区による税制優遇措置を受けている事業者数

現況値

目標値

浦添市まち・ひと・しごと創生総合戦略 進捗管理シート

担当課

戦略２　産業振興を通して域外からの収入の増加を目指す

戦略(２)-１　企業誘致などを通して就業の場の確保を目指す

3161内線市民部経済観光局　産業振興課

戦略

　　　　　2017年1月現在 13事業者

23事業者

13事業者

（社会増の確保） （社会減の抑制）

2014年度

2014年度から2019年度の
累計

人口ビジョンにおける目指すべき将来の方向

安心して結婚・出産、子育
てできるまちに

1
人々が集まり、住みたくな
るまちに

2
長く住み続けられる住みよ
いまちに

3

目標値達成に向けての取り組み

1

事業名 緊急経済対策事業（雇用促進）

取り組み 補助金の交付

内
容

浦添市産業振興補助金交付規程に基づき、市内に新設する個人、法人が行う事業の経費に対
し、予算の範囲内で補助金を交付した。

改
善
点

家賃補助のみであった補助事業に、空き店舗活用等企業支援事業（リフォーム補助）、雇用支
援事業を追加し、制度を拡充した。

2

事業名 その他（取組自体は予算化していない）

取り組み



Ａ： Ｄ：

Ｂ： Ｅ：

Ｃ： Ｆ：一部進行している。 その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

進捗状況説明

市内へ立地したいという企業からの問い合わせは増えており、取り組みの効果は出ていると感じる。

目
標
値
達
成
に
向
け
て
今
後
の
展
開

解決すべき課題・改善すべき点

・大規模な企業を誘致できるほどの土地がほとんど存在しない。
・限られた条件下での誘致事業になるため、事業効果をあげるためには、市内企業の現状を
　把握し、市内企業と誘致企業での相乗効果が図れるよう業種を絞り込む必要がある。
・市内に立地希望の企業があった場合に、用途地域による建築物の用途制限、接道、上下水道
　の問題等、立地するにあたっての説明が多岐に渡るため、庁内での連携が必要。

今後の取り組み

・関係機関と連携し、市内で大規模な企業を誘致できる程度の土地の情報収集を行う。
・庁内での連携を図るため、企業誘致プロジェクトチームの設置を検討する。
・市内企業の現状を把握するため、情報収集を行う。
・現在、特区制度の優遇措置が適用される可能性があるにもかかわらず、未申請となっている
　市内企業を掘り起こし、申請を促す。

目標値に向けての進捗状況（平成27年度の実績に対する担当課の自己評価）

順調に進行している。 進行しているとはいえない。

概ね進行している。 後退している。

目標値達成に向け、他課（庁内）や他団体（庁外）との連携を意識したか。（平成27年度）

課税課である資産税課と税制優遇を受けている事業者についての情報共有を行った。
また、県の実施する国際物流拠点産業集積推進事業において、アクションプランの策定、国際物流拠
点産業の集積に向けたモデルケースの策定に係るワーキンググループや検討委員会に参加し、企業誘
致について意見交換を行った。

目標値達成に向け、情報収集・分析を意識したか。（平成27年度）。

県の担当課である情報産業振興課や企業立地推進課とは、特区制度における優遇税制についての情報
交換を、適宜行っている。また、市内へ立地希望の企業の紹介や相談があった場合には、市内に立地
した場合のメリット等の説明を行っている。

目標値達成に向け、市民意見の反映を意識したか。（平成27年度）。

所見（コメント）

・指標の「４つの特区による税制優遇措置を受けている事業者数」について、指標設定時点（2014年
度）から2017年１月現在まで増加がありません。
・目標値達成に向け「課題解決」「今後の取り組み」の推進に努めてください。


